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愛知県農業水産局及び農林基盤局総合評価落札方式競争入札試行要領運用 新旧対照表 
改正後 改正前 備考 

 

愛知県農業水産局及び農林基盤局総合評価落札方式競争入札試行要領運用 

 

 愛知県農業水産局及び農林基盤局総合評価落札方式競争入札試行要領（以下「試行要領」とい

う。）の取扱については、この運用の定めるところによる。 

 

第１～５（略） 

 

第６ 評価方法 

事業課等は、総合評価技術資料（以下「技術資料」という。）を審査して評価案を作成する。

評価案は別表９でまとめる。 

各項目の評価方法については以下のとおりとする。 

１ 「技術提案」の評価方法 

簡易型方式競争入札の技術提案の評価方法は、原則次のとおりとするが、これによりがた

い場合は、他の評価方法とすることができる。 

(1)（略）  

(2) 各提案の内容を以下により評価し、評価点を決定する。  

評価 内    容 評価点 

優 ・「良」評価の中でより優れた効果工夫がみられるもの。 ３点 

良 
・標準案より優れた効果工夫がみられ、具体的で確認が

できるもの。 
１点 

可 

・標準案と同等のもの。 

・標準案より優れた効果工夫がみられ、内容も適切と考

えられるが、具体性に欠け、確認が困難なもの。 

０点 

不採用 ・課題に対して適切な提案となっていないもの等。 ０点 

(3)～(5)（略）  

 

 

２ 「企業の技術力」の評価方法 

(1)～(2)（略） 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

愛知県農業水産局及び農林基盤局総合評価落札方式競争入札試行要領運用 

 

 愛知県農業水産局及び農林基盤局総合評価落札方式競争入札試行要領（以下「試行要領」とい

う。）の取扱については、この運用の定めるところによる。 

 

第１～５（略）  

 

第６ 評価方法 

事業課等は、総合評価技術資料（以下「技術資料」という。）を審査して評価案を作成する。

評価案は別表９でまとめる。 

各項目の評価方法については以下のとおりとする。 

１ 「技術提案」の評価方法 

簡易型方式競争入札の技術提案の評価方法は、原則次のとおりとするが、これによりがた

い場合は、他の評価方法とすることができる。 

(1)（略）  

(2) 各提案の内容を以下により評価し、評価点を決定する。  

評価 内    容 評価点 

優 ・「良」評価の中でより優れた効果工夫がみられるもの。 ３点 

良 
・標準案より優れた効果工夫がみられ、具体的で確認が

できるもの。 
１点 

不採用 

・標準案と同等又は下回るもの。 

・標準案より優れた効果工夫がみられるが、具体性に欠

け、確認が困難なもの。 

・課題に対して適切な提案となっていないもの等。 

０点 

(3)～(5)（略）  

 

 

 

２ 「企業の技術力」の評価方法 

(1)～(2)（略）  

(3) 契約後ＶＥの採用実績 

① 過去５年間の契約後ＶＥの採用実績を評価する。（採用通知書の日付で判断する。）な

お、評価対象期間については、前年度までの過去５年間及び当該工事の技術資料を提出

する日の前日までとする。 

② 国、愛知県、他の地方公共団体(特殊法人等含む。）が発注した工事の契約後ＶＥの採

用実績を評価する。 

③ 愛知県内にある営業所が行った実績は、愛知県外で行ったものを含めて全て認める。 

愛知県外の営業所の行った実績は、今回の入札参加者が当該営業所であった場合のみ

評価する。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・評価方法 
 の見直し 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・評価項目 

の削除 
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愛知県農業水産局及び農林基盤局総合評価落札方式競争入札試行要領運用 新旧対照表 
改正後 改正前 備考 

 

(3) 優良工事表彰 

①～⑤ (略) 

(4) 中長期的な担い手の確保（別表１－１及び１－２、３適用工事） 

①～⑤ (略)  

 

対象技術検定試験一覧表 

建設業法の規定に基づく技術検定試験 技術検定試験関連団体 

１級土木施工管理技術検定試験 

（一財）全国建設研修センター 

２級土木施工管理技術検定試験 

１級管工事施工管理技術検定試験 

２級管工事施工管理技術検定試験 

１級電気通信工事施工管理技術検定試

験 

２級電気通信工事施工管理技術検定試

験 

１級造園施工管理技術検定試験 

２級造園施工管理技術検定試験 

１級建設機械施工管理技術検定試験 
（一社）日本建設機械施工協会 

２級建設機械施工管理技術検定試験 

１級建築施工管理技術検定試験 
（一財）建設業振興基金 

２級建築施工管理技術検定試験 

建設業法の規定に基づく技術検定試験 技術検定試験関連団体 

１級電気工事施工管理技術検定試験 
（一財）建設業振興基金 

２級電気工事施工管理技術検定試験 

※各団体のホームページに掲載されている指定学科・専修学校等一覧表または受験の手

引きにより学校・学科を確認 

 

(5) 国家資格等の取得者（別表１－１及び１－２、３適用工事） 

①～⑦（略） 

 

国家資格等一覧（建設業法施行規則第７条の３第２号関係） 

農業水産局及び農林基盤局 総合評価対象分 

資格区分 証明書等 資格等の種類 

建設業法「技術検定」 合格証明書 

1 級建設機械施工管理技士 

2 級建設機械施工管理技士（第一種～第六種） 

1 級土木施工管理技士 

2 級土木施工管理技士 種別 
土   木 

薬 液 注 入 

1 級建築施工管理技士 

2 級建築施工管理技士 種別 建   築 

(4) 優良工事表彰 

①～⑤ (略) 

(5) 中長期的な担い手の確保（別表１－１及び１－２、３適用工事） 

①～⑤ (略)  

 

対象技術検定試験一覧表 

建設業法の規定に基づく技術検定試験 技術検定試験関連団体 

１級土木施工管理技術検定試験 

（一財）全国建設研修センター 

２級土木施工管理技術検定試験 

１級管工事施工管理技術検定試験 

２級管工事施工管理技術検定試験 

１級電気通信工事施工管理技術検定試

験 

２級電気通信工事施工管理技術検定試

験 

１級造園施工管理技術検定試験 

２級造園施工管理技術検定試験 

１級建設機械施工技術検定試験 
（一社）日本建設機械施工協会 

２級建設機械施工技術検定試験 

１級建築施工管理技術検定試験 
（一財）建設業振興基金 

２級建築施工管理技術検定試験 

建設業法の規定に基づく技術検定試験 技術検定試験関連団体 

１級電気工事施工管理技術検定試験 
（一財）建設業振興基金 

２級電気工事施工管理技術検定試験 

※各団体のホームページに掲載されている指定学科・専修学校等一覧表または受験の手

引きにより学校・学科を確認 

 

(6) 国家資格等の取得者（別表１－１及び１－２、３適用工事） 

①～⑦（略）  

 

国家資格等一覧（建設業法施行規則第７条の３第２号関係） 

農業水産局及び農林基盤局 総合評価対象分 

資格区分 証明書等 資格等の種類 

建設業法「技術検定」 合格証明書 

1 級建設機械施工技士 

2 級建設機械施工技士（第一種～第六種） 

1 級土木施工管理技士 

2 級土木施工管理技士 種別 
土   木 

薬 液 注 入 

1 級建築施工管理技士 

2 級建築施工管理技士 種別 建   築 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・名称修正 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・名称修正 
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愛知県農業水産局及び農林基盤局総合評価落札方式競争入札試行要領運用 新旧対照表 
改正後 改正前 備考 

 

  躯   体 

1 級電気工事施工管理技士 

2 級電気工事施工管理技士 

1 級電気通信工事施工管理技士 

2 級電気通信工事施工管理技士 

1 級造園施工管理技士 

2 級造園施工管理技士 

資格区分 証明書等 資格等の種類 

建築士法「建築士試験」 免 許 証 
1 級建築士 

2 級建築士 

技術士法「技術士試験」 

※H31.3 迄科目(「農業土

木」等)を含む 

登 録 証 

建設、総合技術監理（建設） 

建設「鋼構造及びコンクリート」、総合技術監

理（建設「鋼構造物及びコンクリート」） 

農業「農業農村工学」又は「農業土木」、総合

技術監理（農業「農業農村工学」又は「農業

土木」） 

電気電子、総合技術監理（電気電子） 

機械、総合技術監理（機械） 

機械「熱・動力エネルギー機器」又は「熱工

学」、総合技術監理（機械「熱・動力エネルギ

ー機器」又は「熱工学」） 

機械「流体機器」又は「流体工学」、総合技術

監理（機械「流体機器」又は「流体工学」） 

水産「水産土木」、総合技術監理（水産「水産

土木」） 

森林「林業・林産」又は「林業」、総合技術監

理（森林「林業・林産」又は「林業」） 

森林「森林土木」、総合技術監理（森林「森林

土木」） 

電気工事士法「電気工事士

試験」 
免 状 

第 1 種電気工事士 

第 2 種電気工事士 

電気事業法「電気主任技術

者国家試験等」 
免 状 電気主任技術者（第 1 種～第 3 種） 

電気通信事業法｢電気通信

主任技術者試験等」 
資格者証 電気通信主任技術者 

職業能力開発促進法「技能

検定」 
合格証書 

とび、型枠施工、コンクリート圧送施工 

(いずれも 1 及び 2 級) 

ウェルポイント施工(1 及び 2 級) 

  躯   体 

1 級電気工事施工管理技士 

2 級電気工事施工管理技士 

1 級電気通信工事施工管理技士 

2 級電気通信工事施工管理技士 

1 級造園施工管理技士 

2 級造園施工管理技士 

資格区分 証明書等 資格等の種類 

建築士法「建築士試験」 免 許 証 
1 級建築士 

2 級建築士 

技術士法「技術士試験」 

※H31.3 迄科目(「農業土

木」等)を含む 

登 録 証 

建設、総合技術監理（建設） 

建設「鋼構造及びコンクリート」、総合技術監

理（建設「鋼構造物及びコンクリート」） 

農業「農業農村工学」又は「農業土木」、総合

技術監理（農業「農業農村工学」又は「農業

土木」） 

電気電子、総合技術監理（電気電子） 

機械、総合技術監理（機械） 

機械「熱・動力エネルギー機器」又は「熱工

学」、総合技術監理（機械「熱・動力エネルギ

ー機器」又は「熱工学」） 

機械「流体機器」又は「流体工学」、総合技術

監理（機械「流体機器」又は「流体工学」） 

水産「水産土木」、総合技術監理（水産「水産

土木」） 

森林「林業・林産」又は「林業」、総合技術監

理（森林「林業・林産」又は「林業」） 

森林「森林土木」、総合技術監理（森林「森林

土木」） 

電気工事士法「電気工事士

試験」 
免 状 

第 1 種電気工事士 

第 2 種電気工事士 

電気事業法「電気主任技術

者国家試験等」 
免 状 電気主任技術者（第 1 種～第 3 種） 

電気通信事業法｢電気通信

主任技術者試験等」 
資格者証 電気通信主任技術者 

職業能力開発促進法「技能

検定」 
合格証書 

とび、型枠施工、コンクリート圧送施工 

(いずれも 1 及び 2 級) 

ウェルポイント施工(1 及び 2 級) 
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愛知県農業水産局及び農林基盤局総合評価落札方式競争入札試行要領運用 新旧対照表 
改正後 改正前 備考 

 

  鉄工「製缶作業」又は「構造物鉄工作業」 

(いずれも 1 及び 2 級) 

造園(1 及び 2 級) 

その他                                                                                                                              
地すべり防止工事士 

建築設備士 

 計装士 

基礎施工士 

資格区分 資格等の種類 

その他 解体工事施工技士 

 

(6) ＩＣＴ活用工事の取組実績（別表１－１及び１－２、２の一部建設業）  

①～③（略） 

(7) ＩＳＯ９０００シリーズの取得 

①～②（略）  

 

３ 「配置予定技術者の能力」の評価方法 

(1)(2)（略） 

(3) ＣＰＤ実績（別表１－１、１－２、２、３、４及び５適用工事） 

① 過去２年間における建設系ＣＰＤ協議会加盟団体のＣＰＤ実績を評価する。なお、評

価対象期間については、前年度までの過去２年間及び当該工事の技術資料を提出する

日の前日までをとする。（別表１－１、１－２、２及び５適用工事） 

過去１年間の建築ＣＰＤ情報提供制度（運営：建築ＣＰＤ運営会議）によるＣＰＤ

実績を評価する。なお、評価対象期間については、前年度までの過去１年間及び当該工

事の技術資料を提出する日の前日までとする。（別表３及び４適用工事） 

② 別表１－１及び１－２適用工事については、評価対象期間内で、任意に定める２年間

（２４ヶ月間）に１年間の推奨単位を取得した者又は任意に定める２年間（２４ヶ月

間）に１年間の推奨単位の半分を取得した者を評価する。 

③ 別表２及び５適用工事については、評価対象期間内で、任意に定める１年間（１２ヶ

月間）に１年間の推奨単位を取得した者又は任意に定める２年間（２４ヶ月間）に１年

間の推奨単位を取得した者を評価する。 

④ 別表３及び４適用工事については、評価対象期間内で、任意に定める１年間（１２ヶ

月間）に１年間の推奨単位を取得した者又は任意に定める１年間（１２ヶ月間）に１年

間の推奨単位の半分を取得した者を評価する。 

⑤ 建設系ＣＰＤの証明書は建設系ＣＰＤ協議会加盟団体のうちから１団体のみ認める。

証明書発行団体以外の団体の取得単位はＣＰＤ単位の相互承認を受け、証明書発行団

体の証明に含めることとする。なお、加盟団体の内容及び推奨単位については、建設系

ＣＰＤ協議会のｗｅｂ等で確認する。 

 

 

 

 

  鉄工「製缶作業」又は「構造物鉄工作業」 

(いずれも 1 及び 2 級) 

造園(1 及び 2 級) 

その他 

地すべり防止工事士 

建築設備士 

計装士 

基礎施工士 

資格区分 資格等の種類 

その他 解体工事施工技士 

 

(7) ＩＣＴ活用工事の取組実績（別表１－１及び１－２、２の一部建設業）  

①～③（略） 

(8) ＩＳＯ９０００シリーズの取得 

①～②（略）  

 

３ 「配置予定技術者の能力」の評価方法 

(1)(2)（略） 

(3) ＣＰＤ実績（別表１－１、１－２、２、３、４及び５適用工事） 

① 過去３年間における建設系ＣＰＤ協議会加盟団体のＣＰＤ実績を評価する。なお、評

価対象期間については、前年度までの過去３年間及び当該工事の技術資料を提出する

日の前日までをとする。（別表１－１、１－２、２及び５適用工事） 

過去２年間の建築ＣＰＤ情報提供制度（運営：建築ＣＰＤ運営会議）によるＣＰＤ

実績を評価する。なお、評価対象期間については、前年度までの過去２年間及び当該工

事の技術資料を提出する日の前日までとする。（別表３及び４適用工事） 

② 別表１－１及び１－２適用工事については、評価対象期間内で、任意に定める３年間

（３６ヶ月間）に１年間の推奨単位を取得した者又は任意に定める３年間（３６ヶ月

間）に１年間の推奨単位の半分を取得した者を評価する。 

③ 別表２及び５適用工事については、評価対象期間内で、任意に定める２年間（２４ヶ

月間）に１年間の推奨単位を取得した者又は任意に定める３年間（３６ヶ月間）に１年

間の推奨単位を取得した者を評価する。 

④ 別表３及び４適用工事については、評価対象期間内で、任意に定める２年間（２４ヶ

月間）に１年間の推奨単位を取得した者又は任意に定める２年間（２４ヶ月間）に１年

間の推奨単位の半分を取得した者を評価する。 

⑤ 建設系ＣＰＤの証明書は建設系ＣＰＤ協議会加盟団体のうちから１団体のみ認める。

証明書発行団体以外の団体の取得単位はＣＰＤ単位の相互承認を受け、証明書発行団

体の証明に含めることとする。なお、加盟団体の内容及び推奨単位については、建設系

ＣＰＤ協議会のｗｅｂ等で確認する。 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・評価期間 
 の見直し 
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愛知県農業水産局及び農林基盤局総合評価落札方式競争入札試行要領運用 新旧対照表 
改正後 改正前 備考 

 

〈参考〉建設系ＣＰＤ協議会の推奨基準例                 R3.1.1 

建設系ＣＰＤ協議会 単 位 
１年間の 

推奨基準 
備 考 

(公社)農業農村工学会 ＣＰＤ単位 ５０  

(公社)森林・自然環境技術教育研究センター ＣＰＤ時間 ２０  

(一社)全国土木施工管理技士会連合会 ユニット ２０  

(公社)土木学会 ＣＰＤ単位 ５０  

(公社)日本技術士会 ＣＰＤ時間 ５０  

 

⑥ 建築ＣＰＤ情報提供制度の推奨基準例                 R3.1.1 

建築ＣＰＤ情報提供制度運営 単 位 １年間の 

推奨基準 

備 

考 

建築ＣＰＤ運営会議 認定時間 １２  

 

(4)～(6)（略） 

 

４ 「地域精通度地域貢献度」の評価方法 

(1)～(6)（略） 

(7) ボランティア活動実績（別表１－１、１－２及び３適用工事） 

 評価対象とするボランティア活動は次に掲げる「労働奉仕」（対価が無いもの。）とす

る。 

①  過去１年間のボランティア活動実績を評価する。なお、評価対象期間については、

前年度までの過去１年間及び当該工事の技術資料を提出する日の前日までとする。 

② 工事場所の地域内又は愛知県内で会社として取り組んでいる無償のボランティア活

動を、企業の信頼性項目として評価する。 

③ 国、愛知県及び愛知県内市町村のいずれかから感謝状等を授与された企業活動を評

価する。また、国、愛知県及び愛知県内市町村等で構成する団体(協議会等)からの感謝

状等も評価とする。 

④ 愛知県安全なまちづくり・交通安全パートナーシップ企業の登録活動は、４月から１

２月に公告する工事については前年の１月１日から前年の１２月３１日までのもの、１

月から３月に公告する工事については前々年の１月１日から前々年の１２月３１日ま

でのもので、活動報告書が提出されているものを認める。 

⑤ 愛知県と企業の森づくりに関する協定又は「海上の森」との企業連携プロジェクトの

覚書を締結し、活動報告書が提出されているものを認める。 

⑥ 「山地防災ヘルパー」に認定され、活動報告書が提出されているものを認める。ただ

し、社員の個人的な活動ではなく、会社又は営業所として取り組んでいる活動を対象と

する。 

⑦ 工事場所が複数の事務所管内に跨るときは、双方の地域を等しく評価する。また、工

事場所が事務所管外にある場合、原則、発注事務所管内と工事場所のある事務所管内又

は地域を等しく評価する。 

⑧ ボランティア活動実績の加算点は別表１－１及び１－２及適用工事は２点、別表３

〈参考〉建設系ＣＰＤ協議会の推奨基準例                 R3.1.1 

建設系ＣＰＤ協議会 単 位 
１年間の 

推奨基準 
備 考 

(公社)農業農村工学会 ＣＰＤ単位 ５０  

(公社)森林・自然環境技術教育研究センター ＣＰＤ時間 ２０  

(一社)全国土木施工管理技士会連合会 ユニット ２０  

(公社)土木学会 ＣＰＤ単位 ５０  

(公社)日本技術士会 ＣＰＤ時間 ５０  

 

⑥ 建築ＣＰＤ情報提供制度の推奨基準例                 R3.1.1 

建築ＣＰＤ情報提供制度運営 単 位 １年間の 

推奨基準 

備 

考 

建築ＣＰＤ運営会議 認定時間 １２  

 

(4)～(6)（略） 

 

４ 「地域精通度地域貢献度」の評価方法 

(1)～(6)（略） 

(7) ボランティア活動実績（別表１－１、１－２及び３適用工事） 

 評価対象とするボランティア活動は次に掲げる「労働奉仕」（対価が無いもの。）とす

る。 

① 過去２年間のボランティア活動実績を評価する。なお、評価対象期間については、前

年度までの過去２年間及び当該工事の技術資料を提出する日の前日までとする。 

② 工事場所の地域内又は愛知県内で会社として取り組んでいる無償のボランティア活

動を、企業の信頼性項目として評価する。 

③ 国、愛知県及び愛知県内市町村のいずれかから感謝状等を授与された企業活動を評

価する。また、国、愛知県及び愛知県内市町村等で構成する団体(協議会等)からの感謝

状等も評価とする。 

④ 愛知県安全なまちづくり・交通安全パートナーシップ企業の登録活動は、４月から１

２月に公告する工事については前々年の１月１日から前年の１２月３１日までのもの、

１月から３月に公告する工事については前々々年の１月１日から前々年の１２月３１

日までのもので、活動報告書が提出されているものを認める。 

⑤ 愛知県と企業の森づくりに関する協定又は「海上の森」との企業連携プロジェクトの

覚書を締結し、活動報告書が提出されているものを認める。 

⑥ 「山地防災ヘルパー」に認定され、活動報告書が提出されているものを認める。ただ

し、社員の個人的な活動ではなく、会社又は営業所として取り組んでいる活動を対象と

する。 

⑦ 工事場所が複数の事務所管内に跨るときは、双方の地域を等しく評価する。また、工

事場所が事務所管外にある場合、原則、発注事務所管内と工事場所のある事務所管内又

は地域を等しく評価する。 

⑧ ボランティア活動実績の加算点は別表１－１及び１－２及適用工事は２点、別表３
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愛知県農業水産局及び農林基盤局総合評価落札方式競争入札試行要領運用 新旧対照表 
改正後 改正前 備考 

 

適用工事は１点を上限とする。 

(8)～(11)（略） 

 

５ 共同企業体の取扱い 

(1)～(2)（略）  

第７～９（略） 

 

第１０ 技術提案の履行確認等 

１ 原則、「優」「良」と評価された技術提案は、技術提案特記仕様書に記載し履行させるもの

とする。また、「可」と評価された技術提案のうち、契約締結前に協議を行い、履行させる

こととした項目については、同様に技術提案特記仕様書に記載し履行させるものとする。た

だし、施工において望ましくない内容については、履行しないよう協議を行うものとする。 

２ 監督・検査により技術提案特記仕様書に記載された技術提案の履行の確認を行う。(履行

確認の方法は、予め監督員と請負者で協議して定めるが、提案項目ごとの最初の確認は原則

として立会確認とする。) 

３ 「優」「良」と評価された技術提案の不履行が認められた場合は再度施工を求める。しか

し、再度の施工が困難あるいは合理的でない等の理由で技術提案特記仕様書に記載された技

術提案の不履行が確定した場合は、工事成績評定点から１０点の減点を行うとともに、契約

金額の減額を行う。契約金額の減額は次式で行う。 

減額金額＝契約額×{１－（１００＋契約時の加算点－５点）÷（１００＋契約時の加算点）} 

 

 

附 則 

この運用は、平成１８年７月１日から施行する。 

附 則 

この運用は、平成１９年７月１０日から施行する。 

附 則 

この運用は、平成１９年１０月１日から施行する。 

附 則 

この運用は、平成２０年６月１日から施行する。 

附 則 

この運用は、平成２０年７月１日から施行する。 

附 則 

この運用は、平成２１年６月１日から施行する。 

附 則 

この運用は、平成２１年７月１０日から施行する。 

附 則 

この運用は、平成２２年６月１０日から施行する。 

附 則 

この運用は、平成２３年６月１日から施行する。 

附 則 

適用工事は１点を上限とする。 

(8)～(11)（略） 

 

５ 共同企業体の取扱い 

(1)～(2)（略） 

第７～９（略） 

 

第１０ 技術提案の履行確認等 

１ 原則、「優」「良」と評価された技術提案は、技術提案特記仕様書に記載し履行させるもの

とする。ただし、施工過程で望ましくない内容については、履行しないよう協議を行うもの

とする。 

２ 監督・検査により技術提案特記仕様書に記載された技術提案の履行の確認を行う。(履行

確認の方法は、予め監督員と請負者で協議して定めるが、提案項目ごとの最初の確認は原則

として立会確認とする。) 

３ 技術提案の不履行が認められた場合は再度施工を求める。しかし、再度の施工が困難ある

いは合理的でない等の理由で技術提案特記仕様書に記載された技術提案の不履行が確定し

た場合は、工事成績評定点から１０点の減点を行うとともに、契約金額の減額を行う。契約

金額の減額は次式で行う。 

減額金額＝契約額×{１－（１００＋契約時の加算点－５点）÷（１００＋契約時の加算点）} 

 

 

 

附 則 

この運用は、平成１８年７月１日から施行する。 

附 則 

この運用は、平成１９年７月１０日から施行する。 

附 則 

この運用は、平成１９年１０月１日から施行する。 

附 則 

この運用は、平成２０年６月１日から施行する。 

附 則 

この運用は、平成２０年７月１日から施行する。 

附 則 

この運用は、平成２１年６月１日から施行する。 

附 則 

この運用は、平成２１年７月１０日から施行する。 

附 則 

この運用は、平成２２年６月１０日から施行する。 

附 則 

この運用は、平成２３年６月１日から施行する。 

附 則 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・評価内容 
 の補足 
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愛知県農業水産局及び農林基盤局総合評価落札方式競争入札試行要領運用 新旧対照表 
改正後 改正前 備考 

 

この運用は、平成２４年５月１０日から施行する。 

附 則 

この運用は、平成２４年７月５日から施行する。 

附 則 

この運用は、平成２５年３月１４日から施行する。 

附 則 

この運用は、平成２７年４月１日から施行する。 

附 則 

この運用は、平成２７年６月１日から施行する。 

附 則 

この運用は、平成２８年４月１日から施行する。 

附 則 

この運用は、平成２８年６月１日から施行する。 

附 則 

この運用は、平成２９年４月１日から施行する。 

附 則 

この運用は、平成３０年４月１日から施行する。 

附 則 

この運用は、平成３１年４月１日から施行する。 

附 則 

この運用は、令和元年６月１日から施行する。 

附 則 

この運用は、令和２年４月１日から施行する。 

附 則 

この運用は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則 

この運用は、令和３年６月１日から施行する。 

附 則 

この運用は、令和４年１月１日から施行する。 

附 則 

この運用は、令和４年４月１日から施行する。 

附 則 

この運用は、令和５年４月１日から施行する。 

 

この運用は、平成２４年５月１０日から施行する。 

附 則 

この運用は、平成２４年７月５日から施行する。 

附 則 

この運用は、平成２５年３月１４日から施行する。 

附 則 

この運用は、平成２７年４月１日から施行する。 

附 則 

この運用は、平成２７年６月１日から施行する。 

附 則 

この運用は、平成２８年４月１日から施行する。 

附 則 

この運用は、平成２８年６月１日から施行する。 

附 則 

この運用は、平成２９年４月１日から施行する。 

附 則 

この運用は、平成３０年４月１日から施行する。 

附 則 

この運用は、平成３１年４月１日から施行する。 

附 則 

この運用は、令和元年６月１日から施行する。 

附 則 

この運用は、令和２年４月１日から施行する。 

附 則 

この運用は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則 

この運用は、令和３年６月１日から施行する。 

附 則 

この運用は、令和４年１月１日から施行する。 

附 則 

この運用は、令和４年４月１日から施行する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 


